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【事業概要】 
人材育成助成事業は、道北地域の中小企業及び小規模事業者等の技術者の研究機関への

派遣研修や、講師を招聘して行う自社研修等に対し、その経費の一部を助成することによ
り、製品及びサービスの向上、又は新技術等の開発及び習得等の促進を図ることを目的と
して実施する助成事業です。 

  助成限度額   １０万円以内（1,000円未満切り捨て） 
  助成率     原則１/２以内 
  採択件数    ５件程度（本年度の予算の範囲内） 

【募集期間】 
  ２０２１年５月３１日（月）から２０２２年２月２８日（月）消印有効 

※ 期間内随時受付、随時審査 

【応募方法】 
一般財団法人旭川産業創造プラザ（旭川市緑が丘東１条３丁目１番６号 旭川リサーチ

センター）へ郵送又は直接持参してください。 

【応募書類】 
一般財団法人旭川産業創造プラザのホームページから入手してください。 
（URL：https://www.arc-net.or.jp/arc-net/varioussupport/monodukuriplan.html） 

【注意事項】 
申請書類の作成及び応募、事業の実施に際しては、本募集要領に記載されている内容を

必ず確認してください。 
提出された申請書は、当財団が設置する審査委員会が審査し、採否を決定します。申請

前に、書類に不備や不足がないことを必ず確認してください。不備等がある場合は不採択
となる場合があります。 
助成対象期限を２０２２年 3 月３１日までとしていますので、期間内に事業が完了する

よう実施してください。 

【申請書提出・お問い合わせ先】 
一般財団法人旭川産業創造プラザ 企業支援グループ 
〒０７８―８８０１ 旭川市緑が丘東１条３丁目１番６号 旭川リサーチセンター 
TEL：０１６６－７３―９２１０ FAX：０１６６－６８－２８２８ 
E-mail：kigyoshien@arc-net.or.jp 
 

https://www.arc-net.or.jp/arc-net/varioussupport/monodukuriplan.html
mailto:kigyoshien@arc-net.or.jp
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１．事業の目的 

道北地域における中小企業等の技術者の研修事業等に対し、その経費の一部を助成する
ことにより、人材育成の促進を図ることを目的としています。 

 
２．助成の対象となる事業内容 

自社の製品及びサービスの向上、又は新技術等の開発に必要な技術的要素の高い研修事
業で、以下のいずれかに該当する事業を対象とします。 

（１）派遣研修事業：技術者等を先進企業、試験研究機関等へ派遣し、研修を受ける事業 

（２）自主研修事業：専門家等の招聘による技術者等の研修、技術指導等を受ける事業 
 
３．助成対象者 

道北地域に主たる事業所を有し、６ヶ月以上事業を行っている中小企業基本法（昭和３
８年法律第１５４号）第２条第１項（第１号から第４号）に規定する中小企業等・小規模
事業者等及び中小企業者等によるグループとする。また、中小企業等グループにおいては、
事業推進に必要な代表事業者を１者決定して申請してください。 

（１）【中小企業者等】 
 ・資本金又は従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人であること。 

業種 資本金 
従業員数 
（常勤） 

製造業、建設業、運輸業 ３億円 300人 

卸売業 １億円 100人 

サービス業 
（ソフトウェア業、情報処理サービス業、旅館業を除く） 

5,000万円 100人 

小売業 5,000万円 50人 

ゴム製品製造業 
（自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造並びに工業用ベルト製造業を除く） 

3億円 900人 

ソフトウェア業又は情報処理サービス業 3億円 300人 

旅館業 5,000万円 200人 

その他の業種（上記以外） 3億円 300人 
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・以下の者は補助対象とはなりません。 
医師、歯科医師、助産婦、系統出荷による収入のみである個人農業者（個人の林業・水産業につ
いても同様）、協同組合等の組合（企業組合・協業組合を除く）、一般社団法人、公益社団法人、
一般財団法人、公益財団法人、医療法人、宗教法人、学校法人、農事組合法人、社会福祉法人、
特定非営利活動法人、みなし大企業、代表企業の選定が出来ない中小企業等グループ又は任意
団体等 

次の①～②のいずれかに該当する者は、みなし大企業して補助対象者から除きます。 
① 発行済株式の総数又は出資価格の総額の１/２以上を同一の大企業が所有している中小企業者 
② 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２/３以上を大企業が所有している中小企業者 
③ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の１/２以上を占めている中小企業者 
④ 発行済株式の総数又は出資価格の総額を①～③に該当する中小企業者が所有している中小企業者 
⑤ ①～③に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占めている中小企業者 

（２）【道北地域】 
・次に掲げる６市３１町４村とする 
上川地域 旭川市・士別市・名寄市・富良野市・鷹栖町・東神楽町・当麻町・比布町・      

愛別町・上川町・東川町・美瑛町・上富良野町・中富良野町・南富良野町・     
占冠村・和寒町・剣淵町・下川町・美深町・音威子府村・中川町・幌加内町 

留萌地域 留萌市・増毛町・小平町・苫前町・羽幌町・初山別村・遠別町・天塩町 
宗谷地域 稚内市・猿払村・浜頓別町・中頓別町・枝幸町・豊富町・礼文町・幌延町・      

利尻富士町・利尻町 

 
４．助成額・助成率・採択件数 

助成金の限度額、助成率、予定採択件数は次のとおり。また、助成金の額に千円未満の端
数があるときには、助成金の額は、当該端数金額を切り捨てた額とします。 

（１）助成金限度額  １０万円以内（1,000 円未満切り捨て） 
（２）助成率     原則１/２以内 
（３）採択件数    ５件程度（本年度の予算の範囲内） 
※ 人材育成助成事業は、完了検査を受け助成額の確定してからの清算払いになりますの

で、概算払いはございませんのでご注意ください。 
 
５．助成対象期間 

採択日から２０２２年３月３１日までを助成対象期間とします。 
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６．事業スケジュール 

本事業の実施スケジュールは以下のとおりです。 

時期 
内容 

当財団 申請者 
５月３１日（月）～ 
２月２８日（月） 
※随時 

① 事業募集開始 
(当財団 HPに申請書等のデータ掲載) 

② 申請書類の入手・作成 
 

 ③ 申請書及び関係書類の提出 

申請後 
④ 審査会開催 
⑤ 採択・不採択決定及び通知 

 
⑥ 採択・不採択決定通知受理 

事業実施期間  ⑦ 事業実施 
事業完了後３０日以内、 
且つ事業完了年度内 

 ⑧ 完了報告書及び関係書類の提出 

完了報告書類提出後 
⑨ 書類検査及び助成金額の決定通知 
 
⑫ 助成金請求書受理、助成金支払い 

⑩ 助成金額等決定通知受理 
⑪ 助成金請求書の提出 
⑬ 助成金の受領 

※ 事業完了後、進捗状況など当財団からご連絡がある場合がございます。 
 
７．申請 

当財団の定める日（申請期限）まで、且つ、事業を開始しようとする日の１か月前までに
以下の（１）人材育成助成申請書(様式第１号)及び（２）分類に応じた必要書類を提出して
ください。 

（１）申請書 
様式第１号「人材育成助成事業申請書」及び様式第 2 号「人材育成助成事業計画書（派

遣研修事業）」又は様式第 3 号「人材育成助成事業計画書（自主研修事業）」（Word、Pages、
PDF）を当財団 HPよりダウンロード 

 
当財団 HPの URL↓ 

   https://www.arc-net.or.jp/arc-net/varioussupport/monodukuriplan.html 

 

 

 

 

https://www.arc-net.or.jp/arc-net/varioussupport/monodukuriplan.html
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（２）分類に応じた必要書類 

必要書類 
分類 

法人 個人事業者 
中小企業等 
グループ 

履歴事項全部証明書 〇 ― 〇 
いずれか代表
事業者１者分 個人事業の開業・廃業等届出書の写し ― 〇 

グループ会則等 ― ― 〇 

直近２か年分の決算書及び勘定科目内訳明細書 〇 ― 〇 
いずれか代表
事業者１者分 直近２か年分の確定申告書類 ― 〇 

（３）提出方法 
申請書は A４紙で印刷したものと、関係書類を添付して正本 1 部を郵送又は持参にて提

出してください。 
 

８．助成対象経費 

次に掲げる経費であって、当該助成期間内に支出（発注・開催又は参加・検収・支払等）
するものに限り、且つ消費税及び地方消費税額を差し引いたものとする。 

報酬費 
自主研修事業にて招聘した講師への報酬費用 

※ 本助成事業の申請書等の作成を依頼した費用は対象となりません。 

旅費交通費 

派遣研修事業にて派遣先への移動費用や宿泊費の経費及び、自主研修事
業にて講師を招聘した際に支払われる旅費 

※ 旅費規程等がある場合はそれに準じますが、旅費規定が一般の常識と大
きく離れた規定と判断された場合、又は旅費規定がない場合は、旅費明
細（任意様式）及び領収書等が必要になります。 

※ 宿泊費が一般の常識と大きく離れた料金と判断された場合は、当財団の
旅費規定内の宿泊費上限額を助成対象とします。 

※ タクシー代、高速道路通行料金、レンタカー代等といった公共交通機関
以外の利用による費用はその使途を明確にして報告してください。また、
ガソリン代は対象外となります。 

※ 航空機の利用に関しては領収書のほか、搭乗証明が必要になります。ま
た、予約日が対象期間前であった場合でも、支払が対象期間内であれば
助成対象となる場合があります。 

※ グリーン車、ビジネスクラス等の特別に付加された料金は対象外です。 
※ 宿泊費に関しては、朝食付きや温泉入浴付き宿泊プラン等における朝食
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料金・入浴料等の相当分を差し引いた額が対象となります。 

受講料 
派遣研修事業にて研修受講に係る受講料 

※ 研修を受講した際に発行される修了書等、受講が証明される証拠書類が
必要になります。 

使用料及び賃借料 

自主研修事業の遂行に必要な機器・設備・会場等のレンタル料・賃借料
として支払われる経費 

※ 助成事業者及び助成事業者の関連企業等が保有する施設及び機器等の賃
借料は対象外となります。 

委託料 
自主研修事業にて研修を講師個人でなく専門機関等に委託する際に要す
る経費 

その他の経費 派遣研修事業又は、自主研修事業の遂行に必要と認められるもの 

※ 全ての経費について当該助成期間内に、発注・開催（参加）・検収・請求、支払、領収の手続
きが完了する経費が助成対象であり、期間外については助成対象となりません。但し、見積書
や料金表に関しては事業期間前でも助成対象となります。 

 
９．審査及び採択 

当財団が設置する審査委員会において、事業の妥当性等について総合的に審査を行い、そ
の結果を踏まえて採択・不採択を決定します。 

 
１０．助成事業の実施等 

申請事業者に対して、当財団から採否の通知が郵送されます。但し、採択を受けた助成対
象者に対しては、次の（１）から（３）の条件を付して通知します。また、採択された案件
については、助成対象者の名称、事業名及び事業概要について、当財団ホームページ等で公
表します。 

（１）次のいずれかに該当するときは、事前に当財団に報告し、その承認を受けること。 
  ア 助成対象事業の内容を変更しようとするとき 
  イ 助成対象事業に要する経費の内容を変更しようとするとき 
  ウ 助成対象事業を中止又は廃止しようとするとき 

（２）助成対象事業が予定の期間内に完了しないおそれのあるときは、速やかに当財団に報
告し、その指示を受けること。 

（３）助成金は、助成対象事業以外の用途に支出してはならないこと。 
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採択を受けた助成対象者には「人材育成助成事業事務処理マニュアル」を併わせて配布し
ますので、マニュアルに沿った事務処理を行ってください。また、助成事業の実施に係る経
費は、事業の報告や検査の際に内容が分かるよう他の事業等と区別して整理してください。 

 
１１．助成事業の報告及び完了 

助成対象者は、助成対象事業の報告及び完了等について、次のとおり当財団に報告してく
ださい。 
（１）事業完了報告 

助成対象事業が完了し、助成対象経費の支払いを終えたときは、事業完了後３０日以
内、且つ事業完了年度内に人材育成助成事業完了報告書兼請求書（様式第４号）に、人材
育成助成事業実績報告書（任意様式）、人材育成助成事業費精算書（様式第５号）及び証
拠書類の写しを添えて、当財団に提出してください。 

（２）事業計画変更報告 
助成対象事業の内容の変更、中止、廃止、又は遂行が困難となったときは、当財団の担

当職員にご相談の上、速やかに人材育成助成事業計画変更届出書（様式第６号）を提出し、
当財団の指示を受けてください。 

※ 本事業終了後の助成金額の確定に当たっては、領収書等の写しなど支出を証する書類
が必要となりますので、人材育成助成事業事務処理マニュアルを確認してください。
但し、支出を証する書類の提出がない経費は、助成対象外となりますのでご注意くだ
さい。また、ご不明点等については、当財団の担当職員にご確認ください。 

 
１２．助成金額の確定及び支払 

人材育成助成事業完了報告書等（証拠書類等含む）に基づき対象経費の検査を行い、支払
う助成金額を確定します。また、検査を行う上で現地にて確認が必要となる場合は、日程調
整のうえで、助成対象者を訪問することがあります。 
助成金額の確定後、助成対象者からの請求に基づき指定された口座に当財団から助成金を

振り込みます。 
 
１３．留意点 

（１）決定の取り消し 
助成対象者が、助成金を他の用途に使用し、その他助成金交付の決定の内容及びこれに

付した条件に相違していると認められるときは、当財団は助成金の交付の全部、又は一部
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を取消す場合があります。（対象事業について交付すべき助成金額の確定があった後にお
いても適用されます。） 

（２）文書及び帳簿等の保存 
助成対象者は、対象事業の経理についてその他の経理と明確に区分し、その収支の事実

を明らかにするとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類等を事業完了の日の属
する年度の翌年度から５年間保存してください。 

（３）助成対象経費からの消費税等の除外について 
助成金額に消費税等が含まれると、助成金清算後に行う確定申告に基づく報告が必要と

なり、報告漏れや、助成対象者の事務手続きの煩雑化が予想されます。そのため、申請段
階から、消費税等は助成対象経費から除外して計画を策定し、申請書を提出してください。 


